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（新規）０７．５５ 

 

大学、試験研究機関等を対象とした手数料

等の軽減について（特施令１０条３号）

（特） 

 

 

１．軽減の要件と内容 

軽減に係る申請書を提出する日において、次の（１）から（７）までのいず

れかに該当する大学、試験研究機関等は、自己の出願についての出願審査の請

求の手数料及び自己の特許権に係る第１年分から第１０年分までの特許料が１

／２に軽減される（特１０９条の２第１項、１９５条の２の２、特施令１０条

３号、１２条３項、手数料令１条の４第３項）。 

なお、軽減に係る申請書は、出願審査請求書 注 １又は特許料納付書の提出と

同時に提出しなければならない（特施規７２条２項、７３条２項）。 

（１）大学等研究者（特施令１０条３号イ） 

   大学等研究者とは、次のア．からウ．までのいずれかに該当する者をいう。 

ア．学校教育法第１条に規定する大学（以下「大学」という。）の学長、     

副学長、学部長、教授、准教授、助教、講師、助手若しくはその他の職員

のうち専ら研究に従事する者（大学と雇用関係を有するポストドクター

等） 

イ．学校教育法第１条に規定する高等専門学校（以下「高等専門学校」とい

う。）の校長、教授、准教授、助教、講師、助手若しくはその他の職員の

うち専ら研究に従事する者 

ウ．国立大学法人法第２条第３項に規定する大学共同利用機関法人（以下

「大学共同利用機関法人」という。）の長若しくはその職員のうち専ら研

究に従事する者 

（２）大学等（特施令１０条３号ロ） 

   大学等とは、次のア．又はイ．に該当する者をいう。 

ア．大学若しくは高等専門学校を設置する者 

イ．大学共同利用機関法人 

（３）承認ＴＬＯ（特施令１０条３号ハ） 

大学等技術移転促進法第４条第１項の承認を受けた実施計画（同法第５条

第１項の規定による変更の承認があったときは、その変更後のもの。）に係

る特定大学技術移転事業 注２を実施する者 

（４）試験研究独立行政法人（特施令１０条３号ニ） 

   独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人であって特許法

施行令別表に掲げるもの 

（５）試験独法関連ＴＬＯ（特施令１０条３号ホ） 

特許法施行令別表に掲げる独立行政法人の研究成果に係る特許権等を移
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転する事業を行う者 

（６）公設試験研究機関（特施令１０条３号ヘ） 

   公設試験研究機関（地方公共団体に置かれる試験所、研究所その他の機関

（学校教育法第２条第２項に規定する公立学校を除く。）であって、試験研

究に関する業務を行うもの）を設置する者（地方公共団体） 

（７）試験研究地方独立行政法人（特施令１０条３号ト） 

   地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人（以下「地

方独立行政法人」という。）のうち、同法第６８条第１項に規定する公立大

学法人以外のものであって試験研究に関する業務を行うもの 

２．申請書に添付する証明書 

特許庁長官が必要がないと認めるときは、申請書に証明書を添付することを

省略させることができる（特施規７４条の２柱書）。 

実務上、軽減の要件を満たす対象者が、特許法施行規則第７２条又は第７３

条の規定に従って適式に軽減の申請を行った場合は、証明書の添付の必要がな

いと認め、これを省略できるものとして取り扱う。 

証明書を添付する場合においては以下のとおりとする。 

軽減に係る申請書に添付する証明書は、１．の各要件に応じ、以下に掲げる

ものである（特施令１１条２項、手数料令１条の３第２項）。 

（１）大学等研究者（特施規７４条の２第１４号） 

大学等研究者であることを証明する書面 

（２）大学等（特施規７４条の２第１５号） 

   大学等であることを証明する書面 

（３）承認ＴＬＯ（特施規７４条の２第１６号） 

特定大学技術移転事業 注２の実施に係るものであることを証明する書面 

（４）試験独法関連ＴＬＯ（特施規７４条の２第１７号） 

   特許法施行令別表に掲げる独立行政法人の研究成果に係る特許権等を移転 

する事業の実施に係るものであることを証する書面 

（５）公設試験研究機関（特施規７４条の２第１８号） 

   公設試験研究機関を設置する者であることを証する書面 

（６）試験研究地方独立行政法人（特施規７４条の２第１９号） 

以下のア．及びイの証明書を添付する。 

ア．地方独立行政法人であることを証する書面 

イ．業務として試験研究を行うものであることを証明する書面（定款等の

写し） 

 

（新規平成３１・４）  

 

                                                
注 １  手続補正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当該手続

補正書、誤訳訂正書の提出により請求項の数を増加する補正をする場合にあっては当
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該誤訳訂正書（特施規１１条４項、１１条の２第２項、２７条４項）。  

注 ２  特定大学技術移転事業の対象となる研究成果は、大学及び高等専門学校並びに大学

共同利用機関における技術に関する研究成果であって、国以外の者に属するものであ

る（大学等技術移転促進法２条１項）。  


